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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.14-02 

 添付法令資料 1：    犯罪の予防に関する犯罪の予防に関する犯罪の予防に関する犯罪の予防に関する 1997199719971997 年年年年 12121212 月月月月 5555 日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律（目次） 

 添付法令資料 2：    消費者クレジット（ローン）に関する消費者クレジット（ローン）に関する消費者クレジット（ローン）に関する消費者クレジット（ローン）に関する 2013201320132013 年年年年 12121212 月月月月 21212121 日付日付日付日付    

        ロシア連邦法律ロシア連邦法律ロシア連邦法律ロシア連邦法律 No.353No.353No.353No.353----FZFZFZFZ（目次） 

 添付法令資料 3：    労働条件の特別評価に関する労働条件の特別評価に関する労働条件の特別評価に関する労働条件の特別評価に関する 2013201320132013 年年年年 12121212 月月月月 28282828 日付ロシア日付ロシア日付ロシア日付ロシア    

        連邦法律連邦法律連邦法律連邦法律 No.426No.426No.426No.426----FZFZFZFZ（目次） 

 添付法令資料 4：    病院等級に関する病院等級に関する病院等級に関する病院等級に関する 2010201020102010 年年年年 3333 月月月月 11111111 日付インドネシア保健大臣日付インドネシア保健大臣日付インドネシア保健大臣日付インドネシア保健大臣    

        規則規則規則規則 No.340No.340No.340No.340（目次） 

 添付法令資料 5：    （ミ（ミ（ミ（ミャンマー）農地法ャンマー）農地法ャンマー）農地法ャンマー）農地法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2014年 1月 17日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 接続料規則の一部を改正する省令（総務省令第 1号） 
14.01.14公布／14.04.01施行（ただし、一部を除く。） 

2 不動産特定共同事業法施行令及び犯罪による収益の移転防止に関する法律施

行令の一部を改正する政令（第 8号） 
14.01.16公布／14.04.01施行 

3 国民年金法施行令等の一部を改正する政令（第 9号） 
14.01.16公布／14.04.01施行 

4 円借款の供与に関する日本国政府とインドネシア共和国政府との間の書簡の

交換に関する件（外務省告示第 10号） 
14.01.17公布／13.11.29発効 

5 円借款の支出期間の延長に関する日本国政府とインドネシア共和国政府との

間の口上書の交換に関する件（外務省告示第 11号） 
14.01.17公布 

6 円借款の供与に関する日本国政府とモロッコ王国政府との間の書簡の交換に

関する件（外務省告示第 12号） 
14.01.17公布／13.12.06発効 

7 チュニジア共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とチュニジア共和国

政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 13号） 
14.01.17公布／13.12.19発効 

8 気象レーダーシステム整備計画のための贈与に関する取極の修正に関する日

本国政府とモーリシャス共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告

示第 14号） 
14.01.17公布 

9 シハヌーク州病院整備計画のための贈与に関する取極の修正に関する日本国

政府とカンボジア王国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 15
号） 
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14.01.17公布 
10 国道一号線改修計画のための贈与に関する日本国政府とカンボジア王国政府

との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 16号） 
14.01.17公布 

11 アンコール・ワット西参道修復機材整備計画のための贈与に関する日本国政

府とカンボジア王国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 17号） 
14.01.17公布 

12 国道十六Ｂ号線セコン橋建設計画（詳細設計）のための贈与に関する日本国

政府とラオス人民民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示

第 18号） 
14.01.17公布 

13 地方開発と貧困削減のための不発弾除去の加速化計画のための贈与に関する

日本国政府とラオス人民民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務

省告示第 19号） 
14.01.17公布 

14 薬事法施行令の一部を改正する政令（第 10号） 
14.01.17公布／同日施行 

15 国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律に基づく

子の住所等及び社会的背景に関する情報の提供の求めに関する政令（第 11号） 
14.01.17公布／法の施行の日から施行する。 

16 産業競争力強化法の施行期日を定める政令（第 12号） 
14.01.17公布 

17 産業競争力強化法施行令（第 13号） 
14.01.17公布／14.01.20施行（ただし、一部を除く。） 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 農業部農産物品質安全リスク評価実験ステーション管理規範 
  （农业部农产品质量安全风险评估实验站管理规范） 

14.01.02発布 農業部農質発[2014]2号／14.01.15施行 
2 省エネルギー・低炭素技術普及管理暫定施行弁法 

  （节能低碳技术推广管理暂行办法） 
14.01.06発布 国家発展及び改革委員会発改環資[2014]19号／同日施行 

3 ワクチン生産用地変更品質比較可能性研究技術指導原則 
  （疫苗生产场地变更质量可比性研究技术指导原则） 

14.01.08発布 国家食品・薬品監督・管理総局食薬監薬化管[2014]1号 
4 職業衛生档案管理規範 
  （职业卫生档案管理规范） 

13.12.31発布 国家安全生産監督・管理総局弁公庁安監総庁安健[2013]171
号 

5 工業及び情報化部機関業務人員利益抵触防止暫定施行規定 
  （工业和信息化部机关工作人员防止利益冲突暂行规定） 

13.12.06発布 工業及び情報化部弁公庁工信庁監[2013]203号／同日施行 
6 医療器械生産日常監督現場検査業務指針 
  （医疗器械生产日常监督现场检查工作指南） 
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14.01.13発布 国家食品・薬品監督・管理総局弁公庁食薬監弁械監[2014]7
号 

7 国家測量・製図地理情報局政府調達契約モデル文書 
  （国家测绘地理信息局政府采购合同范本） 

13.12.27発布 国家測量・製図地理情報局国測財発[2013]66号 
8 民政部立法業務規定 
  （民政部立法工作规定） 

14.01.09発布 民政部令第 51号／14.03.01施行 
9 国家宗教事務局行政法律執行故意・過失責任追及制度 
  （国家宗教事务局行政执法过错责任追究制度） 

13.12.31発布 国家宗教事務局／14.01.08施行 
10 国家宗教事務局行政処罰実施弁法 
  （国家宗教事务局行政处罚实施办法） 

13.12.31発布 国家宗教事務局／14.01.08施行 
11 国家宗教事務局行政許可実施弁法 
  （国家宗教事务局行政许可实施办法） 

13.12.31発布 国家宗教事務局／14.01.08施行 
 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 科学技術企業インキュベーターに係る税収政策に関する通知 
  （关于科技企业孵化器税收政策的通知） 

13.12.31発布 財政部・国家税務総局 財税[2013]117号 
2 国家大学科学技術園に係る税収政策に関する通知 
  （关于国家大学科技园税收政策的通知） 

13.12.31発布 財政部・国家税務総局 財税[2013]118号 
3 納税者の開発に係る帰還安定配置用建物に関係する営業税問題に関する公告 
  （关于纳税人开发回迁安置用房有关营业税问题的公告） 

14.01.08発布 国家税務総局公告 2014年第 2号／14.03.01施行 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 証券先物業統計指標標準指針（2013年改正） 
  （证券期货业统计指标标准指引（2013年修订）） 

14.01.03発布 証監会公告[2014]2号／14.02.01施行 
2 証券公開発行会社情報開示編成報告規則第 26 号－商業銀行情報開示特別規

定（2014年改正） 
  （公开发行证券的公司信息披露编报规则第 26号--商业银行信息披露特别规定

(2014年修订)） 
14.01.06発布 証監会公告[2014]3号／同日施行 

3 新株発行の監督・管理の強化に関する措置 
  （关于加强新股发行监管的措施） 

14.01.12発布 証監会公告[2014]4号／同日施行 
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第 3 ロシア 

1 行政的違法行為に関するロシア連邦法典及び執行手続に関するロシア連邦法

律第 46 条への変更の導入に関する 2013 年 12 月 28 日付ロシア連邦法律

No.383-FZ 
2 適合性認証国家システムにおける適合性認証に関する 2013 年 12月 28 日付

ロシア連邦法律 No.412-FZ 
関連法規へ変更を導入するロシア連邦法律の発効より早くなく、かつ、公

布の日から 180日の期間経過後に施行 
3 競争の保護に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2013年 12月28
日付ロシア連邦法律 No.423-FZ 

公布の日から 30日の期間経過後に施行 
4 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 5.63 条への変更の導入に関する

2013年 12月 28日付ロシア連邦法律 No.430-FZ 
5 非国家年金ファンドに関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法規への

変更の導入に関する 2013年 12月 28日付ロシア連邦法律 No.410-FZ 
一部を除き、14.01.01施行 

6 ロシア連邦土地法典第 23 条及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関

する 2013年 12月 28日付ロシア連邦法律 No.411-FZ 
13.12.31施行 

7 非商業的組織に関するロシア連邦法律第 4 条及び自治的施設に関するロシア

連邦法律第 6.1 条への変更の導入に関する 2013 年 12月 28 日付ロシア連邦法

律 No.413-FZ 
8 支払不能（破産）に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2013 年

12月 28日付ロシア連邦法律 No.419-FZ 
9 労働条件の特別評価に関するロシア連邦法律の採択に関連して個別のロシア

連邦法規へ変更を導入することに関する 2013 年 12月 28 日付ロシア連邦法律

No.421-FZ 
一部を除き、14.01.01施行 

10 労働条件の特別評価に関する2013年12月28日付ロシア連邦法律No.426-FZ 
一部を除き、14.01.01施行 

11 保険年金に関する 2013年 12月 28日付ロシア連邦法律 No.400-FZ 
一部を除き、15.01.01施行 

12 貯蓄年金に関する 2013年 12月 28日付ロシア連邦法律 No.424-FZ 
15.01.01.施行 

13 国家支払システムに関するロシア連邦法律並びに犯罪的方法により取得され

た所得の適法化（ロンダリング）及びテロリズムに係る資金供与に対する対抗

に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2013 年 12月 28 日付ロシア

連邦法律 No.403-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

14 有価証券市場に関するロシア連邦法律第 27.5-3条並びにロシア連邦租税法典

第 1部及び第 2部への変更の導入に関する 2013年 12月 28日付ロシア連邦法

律 No.420-FZ 
一部を除き、14.01.01施行 

15 ロシア連邦年金ファンド、ロシア連邦社会保険ファンド及び強制的医療保険

連邦ファンドへの保険料に関するロシア連邦法律第 57 条への変更の導入に関
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する 2013年 12月 28日付ロシア連邦法律 No.428-FZ 
14.01.01施行 

16 非商業的組織の会計記帳の実施の組織化に関して会計記帳に関するロシア連

邦法律第 7 条へ変更を導入することに関する 2013年 12月 28 日付ロシア連邦

法律 No.425-FZ 
公布の日から施行 

17 コンセッション協定に関するロシア連邦法律第 22 条並びに自動車道路及び

ロシア連邦における道路活動に関するロシア連邦法律への変更の導入並びに個

別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2013 年 12月 28 日付ロシア連邦

法律 No.438-FZ 
18 特別に保護される自然領域に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法

規への変更の導入に関する 2013年 12月 28日付ロシア連邦法律 No.406-FZ 
公布の日から施行 

19 地下資源に関するロシア連邦法律への変更の導入及び地下資源の利用に係る

ライセンシング手続に関する規程の発効手続に関するロシア連邦最高会議決定

により承認された地下資源の利用に係るライセンシング手続に関する規程第 3
項第 3.6 号の失効の認定に関する 2013 年 12 月 28 日付ロシア連邦法律

No.408-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

20 環境保護に関するロシア連邦法律第 40条への変更の導入に関する 2013年 12
月 28日付ロシア連邦法律 No.409-FZ 

21 ロシア連邦森林法典及び行政的違法行為に関するロシア連邦法典への変更の

導入に関する 2013年 12月 28日付ロシア連邦法律 No.415-FZ 
一部を除き、14.02.01施行 

22 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 4 ベトナム 

1 食品安全に関する行政違反処罰を規定する政府の 2013 年 11 月 14 日付第

178/2013/NĐ-CP号議定 
13.12.31施行 

2 国際物品売買活動並びに国外にかかわる売買、加工及び物品トランジットに

関する商法の施行細則を規定する政府の 2013 年 11 月 20 日付第

187/2013/NĐ-CP号議定 
14.02.20施行 

3 国家技術規準「内陸水路船による汚染を防止する規範」を公布する通知を統

合する 2013年 11月 19日付第 20/VBHN-BGTVT号合一文書 
4 偽造品及び禁制品の売買・生産活動並びに消費者権利保護における行政違反

処罰を規定する政府の 2013年 11月 15日付第 185/2013/NĐ-CP号議定 
14.01.01施行 

5 民事事件執行手続に関する民事事件執行法の若干の条項の細則を規定し、及

び実施を指導する議定を統合する 2013年 11月 25日付第 7820/VBHN-BTP号

合一文書 
6 労働組合の財政に関する細則を規定する政府の 2013 年 11 月 21 日付第

191-2013/ NĐ -CP号議定 
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14.01.10施行 
7 2012年 11月 15日付第 193/2012/TT-BTC号通知に従い付随して公布された

輸出税表において規定される 40.01、40.02又は 40.03類に属するゴム商品の税

目及び税率を修正する財政省の 2013年 11月 11日付第 157/2013/TT-BTC号通

知 
13.12.26施行 

 

第 5 韓国 

1 騒音・振動管理法施行規則一部改正令 
14.01.06公布 環境部令第 535号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

2 旅客自動車運輸事業法施行規則一部改正令 
14.01.06公布 国土交通部令第 57号／同日施行 

3 各級法院の設置及び管轄区域に関する法律一部改正法律 
14.01.07公布 法律第 12184号／14.07.01施行（ただし、一部を除く。） 

4 信託法一部改正法律 
14.01.07公布 法律第 12193号／同日施行 

5 消防施設設置・維持及び安全管理に関する法律一部改正法律 
14.01.07公布 法律第 12207号／公布後 6か月が経過した日から施行（た

だし、一部を除く。） 
6 自動車管理法一部改正法律 

14.01.07公布 法律第 12217号／公布後 1年が経過した日から施行 
7 海事安全法一部改正法律 

14.01.07公布 法律第 12221号／公布後 3か月が経過した日から施行（た

だし、一部を除く。） 
8 電子手形の発行及び流通に関する法律施行令一部改正令 

14.01.07公布 大統領令第 25064号／14.04.06施行 
9 デザイン保護法施行令全部改正令 

14.01.07 公布 大統領令第 25067 号／14.07.01 施行（ただし、一部を除

く。） 
10 2014年度環境親和的自動車普及施行計画 

14.01.07公布 環境部告示第 2013-193号 
11 安全行政部令第 43号（道路交通法施行規則一部改正令）中訂正 

14.01.08公布  
12 「電気用品安全管理運用要領」改正 

14.01.08公布 国家技術標準院告示第 2014-1号／同日施行 
13 産業通商資源部告示第 2013-183 号（環境親和的自動車の要件等に関する規

程）中訂正 
14.01.09公布 産業通商資源部告示第 2014-5号 

14 外国人投資促進法一部改正法律 
14.01.10公布 法律第 12225号／公布後 2か月が経過した日から施行 

15 国税及び地方税の調整等に関する法律一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12226号／同日施行 

16 利子制限法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12227号／公布後 6か月が経過した日から施行 



 7

17 債権の公正な取立に関する法律一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12228号／公布後 6か月が経過した日から施行 

18 通信秘密保護法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12229号／同日施行 

19 ベンチャー企業育成に関する特別措置法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12237号／公布後 6か月が経過した日から施行 

20 産業デザイン振興法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12238号／同日施行 

21 電子貿易促進に関する法律一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12239号／同日施行 

22 国民年金法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12242号／同日施行 

23 建築法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12246号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

24 貨物自動車運輸事業法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12258号／同日施行 

25 技術信用保証基金法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12259号／公布後 3か月が経過した日から施行 

26 保険業法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12262号／公布後 6か月が経過した日から施行 

27 信用保証基金法一部改正法律 
14.01.14公布 法律第 12263号／公布後 3か月が経過した日から施行 

28 法律第 12173号（租税特例制限法一部改正法律）中訂正 
14.01.14公布 

29 廃棄物管理法施行令一部改正令 
14.01.14公布 大統領令第 25082号／14.01.17施行 

30 建設技術管理法施行令一部改正令 
14.01.14公布 大統領令第 25086号／14.01.17施行 

31 施設物の安全管理に関する特別法施行令一部改正令 
14.01.14公布 大統領令第 25087号／14.01.17施行 

32 貨物自動車運輸事業法施行令一部改正令 
14.01.14公布 大統領令第 25088号／14.01.17施行 

33 不動産投資会社法施行令一部改正令 
14.01.16公布 大統領令第 25101号／14.01.17施行 

34 貨物自動車運輸事業法施行規則一部改正令 
14.01.16公布 国土交通部令第 59号／14.01.17施行 

35 自動車管理法施行規則一部改正令 
14.01.16公布 国土交通部令第 61号／14.01.17施行 

36 廃棄物管理法施行規則一部改正令 
14.01.17公布 環境部令第 542号／同日施行 

37 法務部令第 803号（出入国管理法施行規則一部改正令）中訂正 
14.01.17公布 

 

第 6 台湾 
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1 労働者退職金条例条文追加、削除及び修正 
14.01.15 公布 総統府 華總一義字第 10300004871 号／施行日を別途定め

た場合を除き公布日から施行 
2 医療法条文修正 

14.01.15公布 総統府 華總一義字第 10300004851号 
3 建築師法条文修正 

14.01.15公布 総統府 華總一義字第 10300004861号 
4 中華民国刑法条文修正 

14.01.15公布 総統府 華總一義字第 10300004831号／公布日から施行 
 

第 7 香港特別行政区 

1 《空氣污染管制(船用輕質柴油)規例》 
  (Air Pollution Control (Marine Light Diesel) Regulation) 

14.04.01施行（2014年第 2号法律公告） 
2 《2014年食物及藥物(成分組合及標籤)(修訂)規例》 
  (Food and Drugs (Composition and Labelling) (Amendment) Regulation 
2014) 

14.03.24施行（2014年第 3号法律公告） 
3 《2014年道路交通(車輛構造及保養)(修訂)規例》 
  (Road Traffic (Construction and Maintenance of Vehicles) (Amendment) 
Regulation 2014) 

14.10.01施行（2014年第 4号法律公告） 
4 《2014年進出口(費用)(修訂)規例》 
  (Import and Export (Fees) (Amendment) Regulation 2014) 

14.03.21施行（2014年第 5号法律公告） 
 

第 8 シンガポール 

1 Home Affairs Uniformed Services (INVEST Plan) (Amendment) 
Regulations 2014 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 15th 
January 2014 and shall came into operation on 16th January 2014; 
No.S24/2014 

2 Income Tax (Singapore - Morocco) (Avoidance of Double Taxation 
Agreement) Order 2014 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 15th 
January 2014; No.S25/2014 

3 Stamp Duties (Relief from Stamp Duty upon Transfer of Assets between 
Associated Permitted Entities) Rules 2014 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 16th 
January 2014 and shall be deemed to have come into operation on 18th 
February 2005; No.S28/2014 

4 Stamp Duties (Exempt Instruments under Section 22A) (Amendment) 
Rules 2014 
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First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 16th 
January 2014 and came into operation on the same date; No.S29/2014 

 

第 9 タイ 

1 国家税務総局通知（酒の最終卸売価格の報告の件） 
13.09.04発布 

2 国家税務総局通知（複数の価格のある酒の最終卸売価格につき、酒業の許可

証受領者及び王国に酒を持ち込む許可証受領者が種類 1 及び種類 2の酒を販売

する許可証受領者の名前を報告する方法及び期間を定める件） 
13.09.04発布 

 

第 10 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 11 フィリピン 

1 Republic Act No. 10620 
AN ACT PROVIDING FOR TOY AND GAME SAFETY LABELING, 
APPROPRIATING FUNDS THEREFOR 

13.09.03承認／2つ以上の全国流通新聞に公布された日から15日後に施行 
2 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 
CIRCULAR NO. 806 SERIES OF 2013 
THE ESTABLISHMENT OF TWO SEPARATE REDISCOUNTING 
WINDOWS 

13.08.15付／13.11.15施行 
3 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 
CIRCULAR NO. 807 SERIES OF 2013 
CHANGES IN THE EXPORTERS’ DOLLAR AND YEN REDISCOUNT 
FACILITY （EDYRF） 

13.08.15付／13.11.15施行 
4 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 
CIRCULAR NO. 808 SERIES OF 2013 
GUIDELINES ON INFORMATION TECHNOLOGY RISK MANAGEMENT 
FOR ALL BANKS AND OTHER BSP SUPERVISED INSTITUTIONS 

13.08.22付／官報又は全国流通新聞に公布された日から 15日後に施行 
 

第 12 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 13 モンゴル 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 カザフスタン 

1 社会保障問題に係るいくつかのカザフスタン共和国法規への変更及び追加の

導入に関するカザフスタン共和国法律 
2014年 1月 10日付 No.156-V-ZRK／同月 1日施行 

2 カザフスタン共和国と欧州復興開発銀行との間のローンに関する 2009 年 3
月 30日付協定（南－西道路回廊プロジェクト[国際物流回廊 西ヨーロッパ－中

華人民共和国西部]）への追加協定の批准に関するカザフスタン共和国法律 
2014年 1月 10日付 No.157-V-ZRK 同月 15日官報掲載 

3 非常事態の解消における援助提供に際しての協力に関する 2005 年 10 月 26
日付上海協力機構加盟国政府間の協定への議定書の批准に関するカザフスタン

共和国法律 
2014年 1月 13日付 No.158-V-ZRK 同月 15日官報掲載 

4 法律レベル及び（又は）下位法令レベルにおける国家機関の権限の付与問題

に係るいくつかのカザフスタン共和国法規への変更及び追加の導入に関するカ

ザフスタン共和国法律 
2014年 1月 13日付 No.159-V-ZRK 同月 15日官報掲載 

5 エチル・アルコール及びアルコール飲料の製造及び流通の国家規制問題に係

るいくつかのカザフスタン共和国法規への変更及び追加の導入に関するカザフ

スタン共和国法律の法案に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 12月 31日付No.1440 

6 国家会計監査及び財務コントロール問題に係るいくつかのカザフスタン共和

国法規への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律の法案に関す

るカザフスタン共和国政府決定 
2013年 12月 31日付No.1447 

7 コンクールの対象となる地下資源区画のリストの承認に関するカザフスタン

共和国政府決定 
2013年 12月 20日付No.1379／署名の日から施行 

 

第 15 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国における情報通信技術の開発状況の評価制度の導入に

係る措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2013年 12月 31日付No.355／2014年 1月 13日施行 

2 輸入に際して関税の納付（関税正式化手続に対する手数料を除く。）が免除さ

れる新型の医療設備並びに医療設備に対する構成部品、予備品及び消耗材料の

リストの承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2013年 12月 31日付No.356／2014年 1月 13日施行 

3 不動産に対する権利の国家登記手続の改善に関するウズベキスタン共和国内

閣決定 
2014年 1月 7日付No.1／同月 13日施行 

4 自動車輸送手段による旅客及び貨物の輸送規則への変更及び追加の導入に関

するウズベキスタン共和国内閣決定 
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2014年 1月 7日付No.2／同月 13日施行 
5 国際民間航空機関公開鍵管理ディレクトリーへのウズベキスタン共和国の加

盟に係る組織的措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2014年 1月 7日付No.4／同月 13日施行 

6 工業における製造費用の削減及び製品原価の引下げに係る追加措置に関する

ウズベキスタン共和国内閣決定 
2014年 1月 8日付No.5／同月 13日施行 

7 自動車用ガソリン及びディーゼル油に対する小売価格の変更に関するウズベ

キスタン共和国内閣決定 
2014年 1月 9日付No.6／同月 13日施行 

8 ソフトウェアの輸出及び輸入に関する規程の承認に関するウズベキスタン共

和国通信、情報化及び電信通信技術国家委員会、対外経済関係、投資及び貿易

省、税務国家委員会並びに中央銀行理事会決定 
2013年 11月 25 日通信、情報化及び電信通信技術国家委員会 No.61-mx、

対外経済関係、投資及び貿易省 No.17、税務国家委員会 No.01-02/21-30並び

に中央銀行理事会No.330V 2014年 1月 8日法務省登録No.2549／同月 13
日施行 

9 航空輸送手段による貨物の輸送規則の承認に関する飛行安全監視ウズベキス

タン共和国国家機関長官命令 
2013年 12月 6日付 No.36-N 2014年 1月 8日法務省登録 No.2552／同

月 13日施行 
 

第 16 トルコ 

1 鉱業活動施行規則における変更の実施に関するエネルギー及び自然資源省の

規則 
2014年 1月 7日官報No.28875／同日施行 

2 食料会社の登記及び承認業務に係る規則における変更の実施に関する食料、

農業及び家畜飼養業省の規則 
2014年 1月 7日官報 No.28875／2013年 12月 31日から有効とし、公布

の日から施行 
3 アクリロニトリルの輸入における関税割当の適用に関する経済省の通知 

2014年 1月 9日官報No.28877／同日施行 
4 ブチル・アクリレートの輸入における関税割当の適用に関する経済省の通知 

2014年 1月 9日官報No.28877／同日施行 
5 エチレン・グリコールの輸入における関税割当の適用に関する経済省の通知 

2014年 1月 9日官報No.28877／同日施行 
6 資本市場委員会の資産又は抵当により担保された有価証券の通知（III-58.1） 

2014年 1月 9日官報No.28877／同日施行 
 

第 17 ウクライナ 

1 有価証券発行者による情報の開示に関する規程の承認に関する 2013年 12月
3日付有価証券及び証券市場に係るウクライナ国家委員会の決定 No.2826 

14.01.01施行。ただし、その公布の日より先行しない。 
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第 18 ポーランド 

1 有料高速自動車道路に関する閣僚会議の命令の単一テキストの公布に関する

2013年 9月 20日付閣僚会議議長の公告 No.45 
14.01.10公布 

2 法律「環境保護法」の変更に関する 2013年 11月 8日付法律 No.47 
14.01.10公布／公布の日から 14日の期間経過後に施行 

3 法務省に対する規定の付与に関する閣僚会議議長の指令の単一テキストの公

布に関する 2013年 11月 21日付閣僚会議議長の公告 No.18 
14.01.13公布 

4 保健省に対する規定の付与に関する閣僚会議議長の指令の単一テキストの公

布に関する 2013年 11月 21日付閣僚会議議長の公告 No.19 
14.01.13公布 

5 科学及び高等教育省に対する規定の付与に関する閣僚会議議長の指令の単一

テキストの公布に関する 2013年 12月 10日付閣僚会議議長の公告 No.20 
14.01.13公布 

6 経済省に対する規定の付与に関する閣僚会議議長の指令の単一テキストの公

布に関する 2013年 10月 15日付閣僚会議議長の公告 No.24 
14.01.14公布 

7 タルノブジェク経済特別区に関する閣僚会議の命令の単一テキストの公布に

関する 2013年 11月 14日付閣僚会議議長の公告 No.67 
14.01.15公布 

8 タルノブジェク経済特別区 EURO-PARK WISŁOSAN の開発計画の制定に

関する経済相の命令の単一テキストの公布に関する 2013年 9月 12日付経済相

の公告 No.70 
14.01.15公布 

 

第 19 チェコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 20 南アフリカ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 21 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 22 ミャンマー 

1 発展基金の維持及び管理に関する方法 
13.12.11公布 連邦議会通知第 86/2013号 
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2 エネルギー省通知第 100/2013号 [石油製品の輸入、貯蔵、運送、ディストリ

ビューション販売活動を適切に実施することについて] 
13.08.18公布 

3 ラカイン州荷役作業法 
13.09.09公布 ラカイン州議会法律第 5号 

 

第 23 添付法令資料 

   1犯罪の予防に関する犯罪の予防に関する犯罪の予防に関する犯罪の予防に関する 1997199719971997 年年年年 12121212 月月月月 5555 日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律（目次）    

   2 消費者クレジット（ローン）に関する消費者クレジット（ローン）に関する消費者クレジット（ローン）に関する消費者クレジット（ローン）に関する 2013201320132013 年年年年 12121212 月月月月 21212121 日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律

No.353No.353No.353No.353----FZFZFZFZ（目次）    

   3労働条件の特別評価に関する労働条件の特別評価に関する労働条件の特別評価に関する労働条件の特別評価に関する2013201320132013年年年年12121212月月月月28282828日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律No.426No.426No.426No.426----FZFZFZFZ

（目次） 

   4病院等級に関する病院等級に関する病院等級に関する病院等級に関する2010201020102010年年年年3333月月月月11111111日付インドネシア保健大臣規則日付インドネシア保健大臣規則日付インドネシア保健大臣規則日付インドネシア保健大臣規則No.340No.340No.340No.340（目次）    

   5（ミャンマー）農地法（ミャンマー）農地法（ミャンマー）農地法（ミャンマー）農地法（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

設樂 公晴  弁護士：マレーシア・インドネシア・タイ法令担当 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・インド・バングラデシュ 

 法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主任 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産・シンガポール・韓国法令担当 

志賀 正帥  弁護士：金融（Banking, Securities & Insurance）・台湾・香港・ 
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越南法令担当 
野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

秦野 晃一  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

若竹 宏諭  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

商 蕾    外国法研究員（中国律師）：韓国・インドネシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル法令担当 

 

関連ベトナム法人 
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（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
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添付法令資料 1： 
 

犯罪の予防に関する 1997年 12月 5日付モンゴル国法律（目次） 
2013年最終改正 

 
第 1章  総則（第 1条ないし第 6条） 
第 2章  犯罪の予防活動に係る組織又は参加者の権利及び義務（第 7条ないし第

11条） 
第 3章  犯罪を予防する活動に係る方法（第 12条ないし第 16条） 
第 4章  公共秩序を維持する公共監察員（第 17条ないし第 19条） 
第 5章  その他の規定（第 20条ないし第 23条） 
 
 
添付法令資料 2： 

 
消費者クレジット（ローン）に関する 2013年 12月 21日付ロシア連邦法律 

No.353-FZ（目次） 
2014年 7月 1日施行 

 
第 1条  この連邦法律により規制される関係 
第 2条  消費者クレジット（ローン）に関するロシア連邦法令 
第 3条  この連邦法律において使用される基本的概念 
第 4条  消費者クレジット（ローン）の供与に係る専門的活動 
第 5条  消費者クレジット（ローン）契約の条項 
第 6条  消費者クレジット（ローン）の総体価格 
第 7条  消費者クレジット（ローン）契約の締結 
第 8条  電子決済の利用を伴う消費者クレジット（ローン）の供与に際しての電子

的支払手段の伝送 
第 9条  消費者クレジット（ローン）契約に係る利子 
第 10条  消費者クレジット（ローン）契約の締結後に借主に提供される情報 
第 11条  借主の消費者クレジット（ローン）の取得の拒絶権及び消費者クレジット

（ローン）の期限前返済 
第 12条  消費者クレジット（ローン）契約に係る権利（請求）の譲渡 
第 13条  紛争の解決 
第 14条  債務元金の返済期限及び（又は）消費者クレジット（ローン）契約に係る

利子の支払期限の借主による違反の効果 
第 15条  消費者クレジット（ローン）契約に係る債務返済に向けられた行為の実行

の特性 
第 16条  この連邦法律の要件の遵守に対する監督及びコントロール 
第 17条  この連邦法律の施行 
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添付法令資料 3： 
 
労働条件の特別評価に関する2013年12月28日付ロシア連邦法律No.426-FZ（目次） 

一部を除き、2014年 1月 1日施行 
 

 
第 1章  総則（第 1条ないし第 7条） 
第 2章  労働条件の特別評価の実施手続（第 8条ないし第 18条） 
第 3章  労働条件の特別評価を実施する組織及び労働条件の特別評価を実施する

組織の専門家（第 19条ないし第 24条） 
第 4章  終則（第 25条ないし第 28条） 
 
 
 
 
 
 
添付法令資料 4： 
 
病院等級に関する 2010年 3月 11日付インドネシア保健大臣規則 No.340（目次） 

2010年 3月 11日施行 
 

 
第 1章  総則（第 1条） 
第 2章  等級決定（第 2条及び第 3条） 
第 3章  総合病院の等級（第 4条及び第 5条） 
第 4章  総合病院 
 第 1節  A級総合病院（第 6条ないし第 9条） 
 第 2節  B級総合病院（第 10条ないし第 13条） 
 第 3節  C級総合病院（第 14条ないし第 17条） 
 第 4節  D級総合病院（第 18条ないし第 22条） 
第 5章  専門病院（第 23条ないし第 30条） 
第 6章  指導及び監督（第 31条） 
第 9章  経過規定（第 32条） 
第 10章  終則（第 33条及び第 34条） 
（章番号は法令原文のまま。） 

 
 
 
 



3 
 

添付法令資料 5： 
 

（ミャンマー）農地法（目次） 
（2012年／連邦議会法律 11号） 

ビルマ暦 1374年／タングー月白分 1日 
（2012年 3月 30日） 

 
 
前文 
第 1章  名称、効力発生及び定義（第 1条ないし第 3条） 
第 2章  農地使用許可（第 4条ないし第 8条） 
第 3章  農地使用権を有する者の権利（第 9条ないし第 11条） 
第 4章  農地使用権を有する者が遵守するべき規則（第 12条ないし第 14条） 
第 5章  農地管理体の段階的組織（第 15条及び第 16条） 
第 6章  中央農地管理体の責任及び職権（第 17条及び第 18条） 
第 7章  規則遵守違反による取締り（第 19条ないし第 21条） 
第 8章  農地使用権に係る紛争解決及び不服申立て（第 22条及び第 25条） 
第 9章  補償及び賠償（第 26条及び第 27条） 
第 10章  農地の利用（第 28条ないし第 31条） 
第 11章  農地の管理（第 32条ないし第 34条） 
第 12章  違法行為及び処罰（第 35条ないし第 37条） 
第 13章  雑則（第 38条ないし第 43条） 
 


